
 

 

第二次京都府戦略的地震防災対策指針策定以降に発生した主な地震について 

 

１ 熊本地震 

 発生日時 （前震）平成 28年４月 14日(木)午後９時 26分 

 （本震）平成 28年４月 16日(土)午前１時 25分 

 震 源 地 熊本県熊本地方 

 最大震度 （前震）震度７（益城町） 

（本震）震度７（益城町、西原村） 

 主な課題（事前・応急対応対策） 

 ①初動対応（救助活動、医療救護等）、②被災者の生活の支援、③被災者の「すまい」の確保、 

④県内市町村、全国自治体等と連携した取組み、⑤自助、共助による対応、 

⑥施設、業務継続・再開対策、⑦災害対応を行うための庁内体制 

 主な復旧・復興対策 

 ①「すまい」の再建、②災害廃棄物の処理、③阿蘇へのアクセスルート（道路、鉄道）の回復、 

④熊本城の復旧、⑤益城町の復興まちづくり、⑥被災企業の事業再建、⑦被災農家の営農再開、 

⑧大空港構想 NextStageの実行、⑨八代港のクルーズ拠点整備、⑩国際スポーツ大会の成功 

 

２ 大阪府北部地震 

 発生日時 平成 30年６月 18日(月)午前７時 58分 

 震 源 地 大阪府北部 

 最大震度 震度６弱（大阪府北部） 

 主な課題 

 ①職員の危機管理スキルの向上、②被害情報収集の強化、③救助機関等の体制と対応、 

④帰宅困難者対策、⑤外国人旅行客への情報提供、⑥住宅・建築物の耐震化等、 

⑦ブロック塀等の耐震化、⑧非構造部材の耐震化、⑨迅速な被災者住宅支援 

 

３ 北海道胆振東部地震 

 発生日時 平成 30年９月６日(木)午前３時７分 

 震 源 地 北海道胆振地方中東部 

 最大震度 震度７（厚真町） 

 主な課題（事前・応急対応対策） 

 ①情報収集・通信、②避難行動、③避難所運営・支援、④物資及び資機材の供給備蓄・支援、 

⑤災害対策本部の体制と活動、⑥救助救出・災害派遣要請、⑦医療活動、⑧広報・情報提供、 

⑨ライフライン、⑩交通、⑪孤立地区、⑫ボランティア、⑬被災市町村の行政機能、 

⑭積雪寒冷期等、⑮防災教育 

主な復旧・復興対策 

  被災地域の復旧･復興に向けた取組（①住まい・くらしの速やかな再建、②ライフラインやインフ

ラの本格的な復旧、③地域産業の持続的な振興）、大規模停電等に伴う影響への対応（①食と観光

の早急な需要回復、②大規模停電等による産業被害への対応）  

資料１ ＜第三次京都府戦略的地震防災対策指針 別冊＞ 
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１ 熊本地震 

 

(1) 地震の概況 

区 分 前 震 本 震 

発生日時 
平成２８年４月１４日（木） 

午後９時２６分 

平成２８年４月１６日（土） 

午前１時２５分 

震源地 
熊本県熊本地方 

（北緯 32°44.5’、東経 130°48.5’） 

熊本県熊本地方 

（北緯 32°45.2’、東経 130°45.7’） 

震源の深さ １１ｋｍ １２ｋｍ 

マグニチュード ６．５ ７．３ 

＜熊本県内

の震度＞ 

震度６弱以

上が観測さ

れた震度観

測点 

震度７ 益城町 益城町、西原村 

震度６強 

 熊本市、菊池市、宇土市、宇城市、

合志市、大津町、南阿蘇村及び嘉島

町 

震度６弱 

熊本市、玉名市、宇城市、西原村及

び嘉島町 

 

 

八代市、玉名市、天草市、上天草

市、阿蘇市、美里町、和水町、菊陽

町、御船町、山都町、氷川町 

この地震に伴い、４月１６日午前１時２７分に有明・八代海に津波注意報が発令されている。また、

本震の３２秒後の午前１時２５分に大分県中部でＭ５．７の地震（深さ１２㎞）が発生した。 

 この熊本地震の影響は九州各県を中心とした広範囲に及び、Ｍ６．５の前震の際は宮崎県で震度５

弱、山口県、福岡県、佐賀県、長崎県、大分県及び鹿児島県で震度４を観測している。 

また、Ｍ７．３の本震の際は、大分県で震度６弱、福岡県、佐賀県、長崎県及び宮崎県で震度５強、

愛媛県及び鹿児島県で震度５弱、鳥取県、島根県、広島県、山口県及び高知県で震度４を観測してい

る。 

 

＜震度分布図＞ 

 ○M6.5 の前震（平成 28 年 4 月 14 日午後 9 時 26 分）  ○M7.3 の本震（平成 28 年 4 月 16 日午前 1 時 25 分） 
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(2) 全国の主な被害 

ア 人的被害（消防庁情報：平成３１年４月１２日１８：００時点）        （単位：名） 

    

    

 

 

 

 

 

 

イ 住家被害（消防庁情報：平成３１年４月１２日１８：００時点）        （単位：棟） 

都道府県 全 壊 半 壊 一部損壊 合 計 

山口県   ３ ３ 

福岡県  ４ ２５１ ２５５ 

佐賀県   １ １ 

長崎県   １ １ 

熊本県 ８，６５７ ３４，４９１ １５５，０９５ １９８，２４３ 

大分県 １０ ２２２ ８，１１０ ８，３４２ 

宮崎県  ２ ３９ ４１ 

合計 ８，６６７ ３４，７１９ １６３，５００ ２０６，８８６ 

 

ウ ライフライン被害（内閣府情報：平成３１年４月１２日１８：００時点） 

九州電力管内：最大４７万７，０００戸停電 

西部ガス管内：最大１０万５，０００戸供給停止 

水    道：最大４４万５，５８７戸断水 

 

(3) 熊本県の被害の概要 

（熊本県「平成 28年熊本地震等に係る被害状況について【第 299報】」：令和２年１月１０日） 

ア 人的被害 

 (ｱ) 死者２７２名 

   ・警察が検視により確認している死者数            ５０名 

   ・市町村において災害弔慰金の支給等に関する法律に基づき 

    災害が原因で死亡したものと認められたもの        ２１７名 

   ・６月１９日から６月２５日に発生した豪雨による被害のうち 

    熊本地震との関連が認められた死者数             ５名 

 (ｲ) 重軽傷者（分類未確定者含む）２，７３７名 

   ・熊本地震による被害者                ２，７３４名 

   ・６月１９日から２５日に発生した被害のうち 

    熊本地震との関連が認められた被害者             ３名 

都道府県 死 者 重 傷 軽 傷 合 計 

福岡県  １ １６ １７ 

佐賀県  ４ ９ １３ 

熊本県 ２７０ １，１８４ １，５３３ ３，００７ 

大分県 ３ １１ ２３ ３７ 

宮崎県  ３ ５ ８ 

合計 ２７３ １，２０３ １，６０６ ３，０８２ 
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イ 住宅被害 

   (ｱ) 熊本地震による被害                  （単位：棟） 

全 壊 半 壊 一部破損 合 計 

８，６４２ ３４，３９３ １５５，１４５ １９８，１８０ 

   (ｲ) ６月１９日から６月２５日に発生した被害のうち熊本地震との関連性が認められたもの 

（単位：棟） 

全 壊 半 壊 床上浸水 床下浸水 一部破損 合 計 

１５ １００ １１４ １５６ ９ ３９４ 

 

ウ 避難の状況 

    熊本県内の最大避難者数１８３，８８２名（平成２８年４月１７日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 主な課題と対応の方向性 

①初動対応（救助活動、医療救護等） 

 ○災害対策本部の運営体制 

  →大規模災害を想定した庁内災害対応体制の再検討 

 ○救出・救助に係る装備の確保 

  →救出救助体制・技術向上へ向けた取組の推進 

 ○迅速かつ円滑な医療救護に必要な情報、経験の不足 

  →医療救護体制の充実・強化 

 ○ライフラインに多大な被害が発生 

  →ライフラインの強靱化や多重性（リダンダンシー）の確保 
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②被災者の生活の支援 

 ○避難所の被災 

  →避難所となる施設の耐震化等 

 ○物資が不足し、被災者に十分に行き届かず 

  →物資供給体制の再構築 

○車中泊やテント泊など避難所外被災者への対応が困難 

  →・避難者の把握体制と情報・物資の提供体制の構築 

・エコノミークラス症候群の発症等リスクを啓発 

  ○避難行動要支援者への支援が不十分 

   →避難行動要支援者への支援の充実 

 ○災害ボランティアに対する受援力に課題 

  →災害ボランティアの受入れと連携の強化 

③被災者の「すまい」の確保 

 ○被災者に寄り添った応急仮設住宅の提供に課題 

  →・応急仮設住宅の迅速な建設と要配慮者を想定した手続きの導入 

   ・みなし仮設住宅の実施要領等の整備や関係団体との連携強化 

④県内市町村、全国自治体等と連携した取組み 

○県や被災市町村において受援体制が未整備 

 →県・市町村の受援体制の強化 

⑤自助・共助による対応 

 ○声掛けや避難誘導等共助（自主防災組織）による災害対応 

  →共助の推進のための啓発及び活動の支援 

○消防団の災害対応 

 →消防団活動に対する支援 

⑥施設、業務継続・再開対策 

○多くの民間企業が被災し業務再開まで時間が必要 

  →民間企業の業務継続計画（ＢＣＰ）の策定支援 

⑦災害対応を行うための庁内体制 

 ○市町村の行政機能の低下 

  →市町村ＢＣＰの策定支援 

 

(5) 主な復旧・復興対策 

①「すまい」の再建 

 被災者の意向に沿った「すまい」の再建・確保を完了 

②災害廃棄物の処理 

 発災後２年以内（平成 30年４月まで）に災害廃棄物の処理を完了 

③阿蘇へのアクセスルート（道路、鉄道）の回復 

 県として最大限の働きかけを行い、国と連携して早期の復旧を図る 

④熊本城の復旧 
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 2019年の国際スポーツ大会までに、熊本市ともに復興のシンボルとして天守閣を復旧 

⑤益城町の復興まちづくり 

 熊本高森線の４車線化について、平成 31年度までにモデル地区を先行整備～以後順次整備 

⑥被災企業の事業再建 

グループ補助金を活用した施設・設備の復旧等による事業再建完了 

⑦被災農家の営農再開 

農地及び営農施設の復旧等による営農再開 100％完了 

⑧大空港構想 NextStageの実行 

 阿蘇くまもと空港の新たな運営者の決定及び国内線別棟ビルの運営開始 

⑨八代港のクルーズ拠点整備 

 専用岸壁、おもてなしエリアの整備により、年間 200隻程度の大型クルーズ船寄港を実現 

⑩国際スポーツ大会の成功 

 ２つの国際大会（女子ハンド、ラグビー）の成功を通して復興する熊本を国内外に発信 
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 平成 28年 4月 18日 中日新聞朝刊 
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２ 大阪府北部地震 

 

(1) 地震の概況 

・ 発 生 日 時 平成３０年６月１８日（月）午前７時５８分 

・ 震 源 地 大阪府北部 

・ 震源の深さ １３ｋｍ 

・ マグニチュード ６．１ 

・ 最 大 震 度 ６弱（大阪府北部） 

＜京都府内の震度＞震度４以上が観測された震度観測点 

震度５強 京都市（中京区、伏見区、西京区）、亀岡市、長岡京市、八幡市、大山崎町、久御山町 

震度５弱 宇治市、城陽市、向日市、京田辺市、南丹市、井手町、精華町 

震度４  京都市（北区、上京区、左京区、下京区、南区、東山区、右京区、山科区）、京丹後市、

木津川市、宇治田原町、笠置町、南山城村、京丹波町 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※京都地方気象台提供 

(2) 全国の主な被害 

ア 被害状況（総務省消防庁調べ）：三重県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、徳島県 

(ｱ)人的被害の状況                      （単位：名） 

死 者 行方不明者 重 傷 軽 傷 合 計 

６ － ６２ ４００ ４６８ 

(ｲ) 建物被害の状況                     （単位：棟） 

全 壊 半 壊 一部損壊 合 計 

２１ ４５４ ５６，８７３ ５７，３４８ 

 イ 課題 

・大阪府で観測史上初めてとなる震度６弱を観測、関西を中心に死者６名、約５万７千戸に住家被害。 

・ブロック塀の倒壊により、大阪市では８０歳の男性、高槻市では通学途上の女児(９歳)が死亡。 

 また、エレベーターについては約６．６万台が停止、閉じ込めが３３９件発生。 

・ライフラインでは、停電は最大約１７万戸、都市ガス供給支障最大約１１万戸。 

・鉄道、道路等の交通網が一時マヒし、列車の駅間停車による混乱や、運行復旧の遅れによる帰宅困

難者が発生。また、訪日外国人への対応が混乱。 
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平成 30年 6月 19日京都新聞朝刊 

（一部共同通信社提供） 
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平成 30年 6月 19日京都新聞朝刊 

（一部共同通信社提供） 
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(3) 府の被害の概要 

ア 人的被害 

  ・ 人的被害については、京都市で１名の方が左足第５指を骨折する重傷を負った他、転倒や落下

物等により２４名の方が軽傷を負った。 

（単位：名） 

市町村名 重 傷 軽 傷 合 計 

京都市 １ ９ １０ 

宇治市  ２ ２ 

亀岡市  １ １ 

城陽市  ３ ３ 

向日市  １ １ 

長岡京市  ２ ２ 

八幡市  ２ ２ 

大山崎町  ２ ２ 

宇治田原町  １ １ 

精華町  １ １ 

府内全体 １ ２４ ２５ 

・ その他、エレベーター閉じ込めが８件あった他、体調不良等による救急搬送等が８件発生した。 

 

イ 住家被害 

 ・ 住家被害については、山城広域振興局管内を中心に多数の被害が発生した。八幡市で５棟が半

壊となった他、府内全体で３，４３３棟が被害を受けた。 

                  （単位：棟） 

市町村名 半 壊 一部損壊 合 計 

京都市  ３９５ ３９５ 

宇治市  １２９ １２９ 

亀岡市 １ ３０ ３１ 

城陽市  １８９ １８９ 

向日市 １ ４４ ４５ 

長岡京市  １６７ １６７ 

八幡市 ５ ２，０６３ ２，０６８ 

京田辺市  ２５ ２５ 

木津川市  ２ ２ 

大山崎町 １ ３２２ ３２３ 

久御山町 １ ５３ ５４ 

井手町  １ １ 

精華町  ３ ３ 

京丹波町  １ １ 

府内全体 ９ ３，４２４ ３，４３３ 
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←損傷した府営住宅男山美桜団地の壁（八幡市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

↑雨に備え損傷した屋根にブルーシートを被せた住宅（八幡市） 

 

ウ 避難の状況 

・ 山城管内４市町において、最大２７９名（自主避難を含む）の方が避難した。 

市町村名 
最大避難所数（箇所） 

（自主避難所等含む） 

最大避難者数（名） 

（自主避難含む） 

城陽市 ４１ ９ 

長岡京市 １ ２００ 

八幡市 ３ ４５ 

大山崎町 ７ ２５ 

府内全体 ５２ ２７９ 
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エ その他被害 

・ 道路上への落石、倒木やクラックが発生した。 

・ 府管理河川である天津神川及び国所管の府内６カ所で、堤防天端に亀裂等が発生した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ↑亀裂が入った天津神川      ↑京都八幡木津自転車道線に生じたクラック（八幡市） 

  の堤防（京田辺市） 

 

・ 住家以外の建物でも多くの被害が発生した。文化財については、国指定文化財３３件、府指定

文化財１７件で壁の亀裂や灯籠等の転倒、瓦の落下等が発生した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                ←転倒した石清水八幡宮の石灯籠（八幡市） 

 

 

 

  

https://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=2ahUKEwi-u-2g96XcAhUDM94KHUw-A88QjRx6BAgBEAU&url=https://this.kiji.is/381386184692401249&psig=AOvVaw1GY5PZiflEn6SA6wlgA26w&ust=1531909825327022
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＜資料＞京都府災害対応の総合的な検証会議最終報告書【概要】（令和元年６月８日） 
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３ 北海道胆振東部地震 

 

(1) 地震の概況 

・ 発 生 日 時 平成３０年９月６日（木）午前３時７分 

・ 震 源 地 胆振地方中東部（北緯42.7度、東経142.0度） 

・ 震源の深さ ３７ｋｍ 

・ マグニチュード ６．７ 

・ 最 大 震 度 ７（厚真町） 

＜北海道内の震度＞震度５弱以上が観測された震度観測点 

震度６強 安平町、むかわ町 

震度６弱 札幌市東区、千歳市、日高町、平取町 

震度５強 札幌市清田区、白石区、手稲区、北区、苫小牧市、江別市、三笠市、恵庭市、 

長沼町、新ひだか町、新冠町 

震度５弱 札幌市厚別区、豊平区、西区、函館市、室蘭市、岩見沢市、登別市、伊達市、 

北広島市、石狩市、新篠津村、南幌市町、由仁町、栗山町、白老町 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 被害状況（北海道「平成３０年北海道胆振東部地震災害検証報告書」：令和元年３月３１日時点） 

ア 人的被害の状況                       （単位：名） 

死 者 重 傷 中等傷 軽 傷 合 計 

４３ ４８ ８ ７２６ ８２５ 

 

イ 建物被害の状況 

(ｱ)住家被害                          （単位：棟） 

全 壊 半 壊 一部損壊 合 計 

４６９ １，６６０ １３，８４９ １５，９７８ 

(ｲ)非住家被害                         （単位：棟） 

全 壊 半 壊 一部損壊 合 計 

１，１６５ １，３２５ ３，７５１ ６，２４１ 
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ウ ライフライン被害（最大） 

(ｱ)電気 ２９５万戸停電（道内全域） 

(ｲ)水道 ４４市町村 ６８，３３５戸断水 

(ｳ)道路 通行止め 

国  道：  ４路線  ４区間 

道  道： １４路線 ２０区間 

高速道路：  ４路線  ６区間 

(ｴ)空港 新千歳：国内線・国際線 全便欠航 

その他：一部欠航 

(ｵ)鉄道 在来線・新幹線 全面運休 

 

エ 避難の状況 

・最大避難者数 １３,１１１名（平成３０年９月７日２２時） 

・累計避難者数 １６,６４９名 

※避難情報 

・避難指示（緊急）   ６市町 

・避難勧告       ５町  

 

＜被害の写真＞ 
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(3) 主な課題と対応の方向性 

  ①  情報収集・通信 

全道域での大規模停電により、多くの通信手段が途絶し情報収集に大きな支障 

→・道災害対策本部指揮室での情報集約の強化と情報共有の徹底 

・非常用電源の整備や通信手段の多重化 

②  避難行動 

避難勧告等の情報伝達が未成熟、避難行動要支援者名簿の活用が不十分 

→・避難勧告等の情報伝達手段の強化と確実な伝達 

・避難行動要支援者名簿の有効活用と福祉関係者等との連携 

③  避難所運営・支援 

住民主体の避難所運営への移行、車中泊を想定した対応、生活環境の改善 

→・住民参加型の実践的な訓練の実施や研修等による避難所運営者の育成 

・車中泊による関連疾患対策や車中泊への対応を含めた避難所運営体制の構築 

・段ボールベッド等の活用と早期の設営やトイレ環境の向上 

④  物資及び資機材の供給備蓄・支援 

停電により物資が不足する中で備蓄が不十分、物資要請や調達に係る情報錯綜 

→・住民、地域、市町村、事業者等による重層的な備蓄体制の確保 

・指揮室、物資拠点施設等への物流専門家の派遣や支援物資のリスト化 

⑤ 災害対策本部の体制と活動 

指揮室への参集ルールが不明確、道災害対策本部各班の情報共有や連携不足 

→・指揮室へ参集する関係機関のルールの策定、応援職員受入のための体制強化 

・災害情報を提供するための専任職員の配置と積極的な情報提供 

⑥ 救助救出・災害派遣要請  ⑪ 孤立地区 

救出救助現場と指揮室の情報共有が不足し現場部隊への指示や情報が一部錯綜 

→・関係機関が連携し、救助等活動を行うための現地合同調整所の設置 

・救助救出現場の情報の一元的な把握やトリアージ等のあり方の検討 

⑦  医療活動 

防災に向けた医療機関・関係機関等との連携強化 

→・被災地の保健医療ニーズに対応するための体制の整備 

・在宅で人工呼吸器等を使用している患者をケアしている医療機関での自家発電装置等の整備 

⑧  広報・情報提供 

死亡者の氏名公表のあり方、ＳＮＳ上での流言飛語の拡散、外国人への情報提供 

→・氏名等の公表に係る取扱の方針の策定 

・Ｌアラートのお知らせ欄やＳＮＳを活用した正確な情報発信や多言語での情報提供 

⑨ ライフライン 

非常用電源の設備の整備が不十分、指揮室での停電情報の確認が遅延 

→・行政機関や医療機関等の重要施設における非常用電源設備の整備 

・自治体と北海道電力の職員間のホットラインを構築するなど停電の発生・復旧に対する迅速

な情報提供 
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⑩  交通 

大規模停電により信号機が滅灯し路線バスやトラック等の交通機関に影響 

→・人員輸送や緊急物資等輸送のために優先して確保すべき通行路の指定 

・道路の通行止めや鉄道、フェリー、空港等の運行情報に関するきめ細かな提供 

⑫  ボランティア 

被災市町村とボランティア関係者との情報共有が不十分のため役割分担が曖昧 

→・行政、社協、ボランティア・ＮＰＯ等における対応状況・課題の共有やニーズに沿った適 

  切な支援 

⑬  被災市町村の行政機能 

職員は大量の業務に従事し行政機能が低下、市町村庁舎の自家発電機が未配備 

→・職員の災害対応能力の向上のための研修や実践的な訓練の実施 

・庁舎の耐震化の促進等と非常用電源の整備や燃料の確保 

⑭  積雪寒冷期等 

積雪寒冷期を想定した暖房器具や発電機などの備蓄が不十分 

→・避難所等における暖房器具や発電機などの整備 

・厳冬期を踏まえた避難訓練や避難所運営訓練の実施 

⑮  防災教育 

自助の意識を高めていくことが必要、平常時における備えの普及・実践が不足 

→・訓練や研修などあらゆる機会を活用した防災教育の推進 

・地域特性や災害リスクを踏まえた効果的な防災訓練の実施 

・大地震やブラックアウトなど経験した災害の伝承 

 

 (4) 主な復旧・復興対策 

  ＜１＞被災地域の復旧･復興に向けた取組 

   ①住まい・くらしの速やかな再建 

    ・被災者の住宅再建及び生活支援、保健･医療･福祉、教育環境の回復 

   ②ライフラインやインフラの本格的な復旧 

    ・電気･水道の復旧等、道路や河川などの公共土木施設等の強靱化、文教施設や医療施設等の

再生 

   ③地域産業の持続的な振興 

    ・農林水産業の産業基盤の強化、商工業や観光の振興 

 ＜２＞大規模停電等に伴う影響への対応 

   ①食と観光の早急な需要回復 

    ・道産食品や観光の需要回復に向けた取組の展開 

   ②大規模停電等による産業被害への対応 

    ・中小企業の振興、エネルギー供給等の強靱化 
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